
投資顧問契約書 

（この書面は、金融商品取引法第 37条の 4に基づき、お客様にお渡しする「契約

締結時の書面」と「投資顧問契約書」を兼用しています。） 

 

 この書面をよくお読みください  

 

－ご注意－ 

Ⅰ．禁止行為 

 

金融商品取引業者は、つぎのことが法律で禁止されています。 

1．金融商品取引業者等が、その行う投資助言業務に関して、顧客を相手方として

又は当該顧客のために一定の金融商品取引業（具体的には、金融商品取引法第２

条第８項第１号から第４号までに掲げる行為）を行うこと。 

2．金融商品取引業者等が、いかなる名目によるかを問わず、その行う投資助言業

務に関して、顧客から金銭若しくは有価証券の預託を受け、又は当該金融商品取

引業者等と密接な関係を有する者に顧客の金銭若しくは有価証券を預託させるこ

と。 

3．金融商品取引業者等が、その行う投資助言業務に関して、顧客に対して金銭若

しくは有価証券の貸付けにつき媒介、取次ぎ若しくは代理を行うこと。 

※当社は、金融商品取引業等に関する内閣府令第１０６条第２項各号の規定によ

り、上記１．乃至３．の禁止の適用を受けません。 

 

Ⅱ. 契約の解除について 

この投資顧問契約には、クーリング・オフが適用されます。具体的な取扱いは、

次のとおりです。 

1．クーリング・オフ期間内の契約の解除 

（1）お客様は、契約締結時の書面を受領した日から起算して１０日を経過するま

での間、書面又は電磁的記録により投資顧問契約の解除を行うことができま

す。 

  電磁的記録により契約を解除する場合は、電子メールにより行ってください。 

電子メールアドレス：support@min-fx.jp 

（2）契約の解除日は、書面の場合はお客様がその書面を発した日となります。 

（3）契約の解除に伴う報酬の精算は、次のとおりとなります。 

・投資顧問契約に基づく助言を行っていない場合：投資顧問契約締結のため

に通常要する費用（封筒代、通信費等）相当額をいただきます。 

・投資顧問契約に基づく助言を行っている場合：「みんなのシストレ」におけ



る店頭外国為替証拠金取引の約定時毎に徴収した報酬額（社会通念上妥当で

あると認められる分のみ。）をご返金いたします。なお、契約解除に伴う損害

賠償、違約金はいただきません。 

※店頭外国為替証拠金取引は、クーリング・オフの対象ではありません。 

※投資顧問契約が解除された場合、「みんなのシストレ」口座への資金の振替

やログインができなくなります。 

※クーリング・オフの意思表示時にお客様が建玉を保有している場合、当該

建玉を決済したことによる損失は、お客様の負担となります。 

2．クーリング・オフ期間経過後の契約の解約 

クーリング・オフ期間経過後は、当社が指定する様式及び方法に従う場合に限

り、いつでも投資顧問契約の解約を行うことができます。解約の場合、解約まで

の期間に「みんなのシストレ」における店頭外国為替証拠金取引の約定時毎に徴

収した報酬額をいただきます。 

※投資顧問契約が解約された場合、「みんなのシストレ」口座への資金の振

替やログインができなくなります。 

※解約の意思表示時にお客様が建玉を保有している場合、当該建玉を決済し

たことによる損失は、お客様の負担となります。 

 

Ⅲ．損害賠償及び違約金 

 契約解除に伴う損害賠償、違約金はいただきません。 

 

Ⅳ．当社の商号及び住所 

・商 号：トレイダーズ証券株式会社 

・所在地：〒150-6028 

東京都渋谷区恵比寿 4丁目 20-3 恵比寿ガーデンプレイスタワー 

28階 

Ⅴ．分析者・助言者 

・分析等の業務を行う者 ：岡田 正人 

・助言の業務を行う者  ：岡田 正人 

 

Ⅵ．当社への連絡方法 

フリーダイヤル：0120-637-104  

 受付時間 午前８時～午後６時(土日を除く) 

電子メールアドレス：support@min-fx.jp 

〒150-6028 東京都渋谷区恵比寿 4丁目 20-3 恵比寿ガーデンプレイスタワー 

28階 

 



金融商品取引業等に関する内閣府令第 106条に規定された記載事項のうち、上

記以外のものは「投資顧問契約」に記載しております。同契約の内容を十分にご

確認のうえ、お客様の責任において投資を行ってください。 

  



－投資顧問契約－ 

 

お客様とトレイダーズ証券株式会社（以下、「当社」といいます。）は、当社か

らお客様へ、当社の推奨する金融商品に関する投資判断を継続的に行う投資助言

サービスを供与することに関し、以下のとおり投資顧問契約（以下、「本契約」

といいます。）を締結します。 

 

第 1条（投資顧問契約の締結） 

お客様は、自己の投資資産の運用に関し、当社から継続的に有用な情報の供与

を受けることを当社に申し入れ、当社は法令の規定及び本契約の本旨に従い、お

客様のため忠実に本サービス（第２条において定義されます。以下、同じです。）

を行うことを承諾します。 

2.お客様は、前項の本サービスの提供を受けるにあたり、当社が別途定める店頭

外国為替証拠金取引「みんなのＦＸ」「みんなのシストレ」に係る「店頭外国為替

証拠金取引約款」、「個人情報保護方針」及び「契約締結前交付書面」その他関連

諸規程等（本契約締結後に当社が新たに規程等を定めた場合には、それも含むも

のとします。以下、「約款等」といいます。）を承諾するものとします。 

3.本サービスの供与を受けるには、当社が提供するみんなのＦＸの「ＦＸ口座」

（以下、「ＦＸ口座」といいます。）、みんなのシストレの「シストレ口座」（以下、

「シストレ口座」といいます。）及びお客様の金融機関口座との間で入出金を行う

「入出金口座」の全てを保有する必要があります。 

 

第 2条（助言の内容及び方法） 

当社は、お客様に対し、金融商品取引法第 2 条第 22項に規定する店頭デリバテ

ィブ取引のうち同項第 1 号に規定する取引に該当する通貨の売買取引である店頭

外国為替証拠金取引について、みんなのシストレにおいてストラテジーの提供及

びそれに依拠した売買シグナルの配信並びに利用方法のサポート（以下、「本サー

ビス」といいます。）をいたします。みんなのシストレで取引いただいたお客様は、

みんなのシストレを利用した取引すべてについて、本契約に基づく助言を受けた

ものとします。 

 

第 3条（投資判断） 

お客様は、前条に定める当社の投資判断の助言に基づき、当社の助言を参考に

して、お客様の責任と負担において投資判断を行います。 

 

第 4条（報酬の額、支払いの方法及び支払いの時期） 

（1）助言報酬 



当社は、「片道：0.2pips」に「お客様の取引数量」を乗じて得た金額（税込）

を徴収します。ただし、助言報酬は、みんなのシストレで提供するスプレッド

に含まれております。また、決済通貨が外貨通貨の場合、当該通貨の換算価格

は、みんなのシストレの営業日クローズにおけるアスク価格とビット価格の

仲値を用いて計算します。 

（2）報酬の確定時期・徴収方法 

助言報酬は、みんなのシストレでの店頭外国為替証拠金取引の約定時毎に発

生し、その約定時毎に徴収します。 

 

第 5条（運用の責任等） 

お客様の投資資産の運用は、お客様の意思に基づき、お客様により行われるも

のであり、当社の助言はお客様を拘束するものではありません。また、当社は、

お客様の投資資産の運用の結果生じた損害の全部もしくは一部の負担、又はお客

様に対する特別の利益の提供は、行わないものとします。  

 

第 6条（サービスの利用） 

本サービスは、本契約をお申込みいただいたお客様ご本人のみが利用できるも

のとします。 

 

第 7条（契約期間） 

本契約は、期間の定めのないものとします。 

 

第 8条（解約） 

お客様は、当社が指定する様式及び方法に従う場合に限り、本契約をいつでも

解約できます。本契約を解約した場合は、「シストレ口座」への資金の振替やログ

インができなくなります。また、解約の意思表示時にお客様が建玉を保有してい

る場合、当該建玉を決済したことによる損失は、お客様の負担となります。 

2.次の各号に定める事由のいずれかが生じたと当社が判断した場合、当社は、い

つでも、本サービスの全部又は一部の提供を停止し、又は本契約を解約すること

ができるものとします。 

 （１）お客様が、本契約及び約款等の条項又は記載内容のいずれかに違反した

場合。 

 （２）お客様が、約款等の解約条項に該当した場合。 

 （３）お客様が、法令に違反した場合。 

 （４）お客様が、当社に提供した情報に虚偽があった場合。 

 （５）お客様が、本サービスの報酬の支払を滞納した場合。 

 （６）お客様が、当社の業務の運営又は維持を妨げている場合。 



 （７）お客様が、公租公課の滞納処分を受けた場合。 

 （８）お客様が、破産、特別清算、民事再生、会社更生その他の倒産手続きを

申し立て又は申し立てられた場合。 

 （９）当社が業務上、その他の理由により本サービスに係る業務を終了した場

合。 

 （10）その他の事情により、本契約を解約することがやむを得ないと当社が判

断した場合。 

3.本契約が解約、解除その他事由の如何を問わず終了した場合、当社は、本契約

の終了によりお客様又は第三者に生じた損害について、責任を負わないものとし

ます。 

4.本契約が解約、解除その他事由の如何を問わず終了した場合、当社は、お客様

から受領した書面及びデータ等を返還又は削除する義務を負わないものとします。 

 

第 9条（届出事項の変更） 

お客様は、当社に届け出た氏名・名称、住所、連絡先その他の事項に変更が生

じた場合、当社に対し直ちに当社が指定する方法に従ってその旨を届け出るもの

とします。 

 

第 10条（秘密の保持等） 

当社は、本契約に関連して知り得たお客様の財産状況その他の事情について秘

密を厳守します。ただし、お客様が本契約及び約款等で承諾したものについては、

この限りではありません。 

2.お客様は、当社の承諾なくして本サービスを第三者と共同して利用してはなら

ないものとします。 

 

第 11条（著作権） 

本サービスに係る著作権は、当社あるいは当社と契約を締結している第三者に

帰属し、お客様は本契約及び著作権法その他の法律により認められている限度を

超えて利用することができないものとします。 

 

第 12条（禁止行為） 

当社は、本サービスの提供に際し、お客様に対し、次に該当する行為又はその

おそれがある行為の一切を禁止します。 

（１）本サービスを受ける地位の全部又は一部を、第三者に譲渡し、貸与し、質

入れし又は担保権の設定をすること。 

（２）本サービスに係るプログラムの全体又は一部をコピーし、改造し、リバー

ス・エンジニアリングし、デコンパイルし、ディスアセンブルし又は変更す



ること。 

（３）本サービスに付随する説明資料等の全部又は一部を複製すること。 

（４）当社がお客様に発行したユーザーID、パスワード等を第三者に開示するこ

と、又は第三者が閲覧可能な状態にすること。 

（５）関係法令又は公序良俗に反する行為。 

（６）その他当社の業務の運営又は維持を妨げること。 

2.お客様が前項各号に定めるいずれかの行為により当社又は第三者に損害を与え

た場合、当社はお客様に対して、被った損害の賠償を請求する場合があります。 

 

第 13条（免責事項） 

当社は、次の各号について免責されるものとします。 

（１）本サービスは、お客様の投資に関する断定的判断を提供するものではなく、

お客様に投資に関する情報を提供することのみを目的としており、いかなる

種類の商品の売買も勧誘するものではありません。投資に関する最終的な決

定は、お客様自身で判断するものとし、当社はこれに一切関与せず、また、

一切の責任を負いません。 

（２）本サービスには将来の出来事に関する予想が含まれている場合があります

が、それらは予想であり、その内容の正確性、信頼性、完全性、適時性等を

一切保証するものではありません。お客様が本サービスに基づいて被ったい

かなる損害についても、当社は一切の責任を負いません。また、当社は、新

しい情報や将来の出来事その他の情報について、更新又は訂正する義務を負

いません。 

（３）本サービスを利用することによりお客様に生じた直接的損害、間接的損害、

派生的損害その他いかなる損害についても、当社は一切の責任を負いません。 

 

第 14条（遵守） 

当社及びお客様は、本契約及び約款等に定める義務の履行に際し、本契約及び

約款等に定める事項のほか、金融商品取引法その他関係法令を遵守するものとし

ます。 

 

第 15条（変更） 

当社は、当社の指定する方法に従ってお客様に通知することにより、お客様の

同意を得ることなく、本契約をいつでも変更することができるものとします。 

 

第 16条（録音等） 

お客様は、お客様と当社間の電話による連絡について、当社が会話を録音する

ことに同意し、お客様と当社との間で紛争が生じた場合には、当社が当該録音記



録を裁判上及び裁判外の証拠として使用することに同意するものとします。 

 

第 17条（分離可能性） 

本契約のいずれかの条項が無効又は違法となった場合にも、その無効又は違法

は本契約の他の条項に影響せず、本契約の他の条項はすべて全面的に有効性があ

るものとします。 

 

第 18条(準拠法) 

本契約の成立、効力及び履行に関しては、日本法に準拠し、日本法に従い解釈

されるものとします。 

 

第 19条(管轄裁判所) 

本契約に関する一切の紛争については、当社の本店所在地を管轄する地方裁判

所を、第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第 20条(契約外事項の協議) 

本契約に定めのない事項又は本契約の履行若しくは解釈につき疑義が生じたと

きは、関係法令等に従うほか、双方誠意をもって協議し、円満解決を図るものと

します。 

 

2017年 11月 25日 施行 

2018年 １月 27日 改訂 

2018年 ６月 26日 改訂 

2018年 10月 20日 改訂 

2021年 ６月 ５日 改訂 

2021年 11月 27日 改訂 

2022年 1月 15日 改訂 

2022年 7月 30日 改訂 

2022年 8月 20日 改訂 

2023年 6月 17日 改訂 

2024年 12月 21日 改訂 

2026年 ３月 28日 改訂 

2026年 ５月 30日 改訂 

 


